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私たちは、船井総研グループに関わる人・企業、そして社会に対して、
より良い未来を提案し、その実現を全力で支援していきます。

人・企業・社会の未来を創る

私たちのめざすグループ経営とは、関係する人・企業を幸せにすることだと考えております。
幸せを願う人や企業にとって必要なグループになることが、
結果、常に社会に必要とされる存在になると考えております。

仕事を通じて、人と企業を幸せにする
常に社会に必要とされるグループ経営をめざす

グループ
ビジョン

グループ
理念
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　株主の皆様におかれましては、平素より格別のご高配を賜り、厚
く御礼申し上げます。
　ここに第47回定時株主総会の招集ご通知をお届けいたします。

　当社グループでは、「人・企業・社会の未来を創る」というグルー
プ理念に基づき、船井総研グループに関わる人・企業、そして社会
に対して、より良い未来を提案し、その実現を全力でサポートして
まいりました。
　また、平成28年11月4日には新たな3ヵ年中期経営計画（平成
29年度から平成31年度）を発表いたしました。業界別「経営研究
会」をベースに、持続的成長可能なストック型コンサルティングビ
ジネスを確立し、国内唯一の「総合経営コンサルティンググルー
プ」を目指してまいりたいと考えております。
　今後とも、当社グループの企業価値向上に取り組み、皆様のご期
待にお応えできますよう、役職員一丸となって邁進してまいりま
す。
　株主の皆様におかれましては、より一層のご支援、ご鞭撻を賜り
ますようお願い申し上げます。

平成29年3月

株式会社船井総研ホールディングス
代表取締役社長　グループＣＥＯ

株主の皆様へ
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当 日 ご 出 席 の 場 合

当日ご出席願えない場合

証券コード　9757
平成２9 年３月3日

大 阪 市 中 央 区 北 浜４丁 目４番1 0号

代表取締役社長グループCEO　高嶋 栄
株式会社 船井総研ホールディングス

株 主 の 皆 様 へ

第47回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素より格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
　さて、当社の第47回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいますようご
通知申し上げます。
　株主様におかれましては以下のいずれかの方法により、議決権を行使していただきますようお願い
申し上げます。

同封の議決権行使書用紙を株主総会当日に会場受付にご提出くださいますようお願い申し上げ
ます。
当日ご出席の場合は、郵送（議決権行使書）またはインターネットによる議決権行使のお手続きはい
ずれも不要です。

後記の株主総会参考書類をご検討の上、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示
いただき、平成29年３月24日（金曜日）午後５時45分までに到着するようご返送ください。

議決権行使サイト（http://www.evote.jp/）にアクセスしていただき、議決権行使書用紙に記載
された「ログインＩＤ」及び「仮パスワード」をご利用の上、画面の案内に従い、平成29年３月24日

（金曜日）午後５時45分までに賛否をご入力ください｡

なお、インターネットと議決権行使書の双方で議決権を行使された場合は、インターネットによる議決
権行使を有効とさせていただきます。

詳細は5頁から6頁までの「インターネットにより議決権を行使される場
合のお手続きについて」をご高覧ください。

敬　具

郵送（議決権行使書）による議決権行使

インターネット等による議決権行使

議決権行使のご案内
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●当日ご出席の際は、紙資源節約のため、この「招集ご通知」をお持ちくださいますようお願い申し上げます。
●本年より株主総会にご出席の株主様へのお土産はとりやめとさせていただきます。何卒ご理解賜りますようお願い申し上

げます。
●株主総会参考書類、事業報告、連結計算書類及び計算書類の記載すべき事項を修正する必要が生じた場合は、修正後の

事項をインターネット上の当社ウェブサイト（http://hd.funaisoken.co.jp/）に掲載いたしますのでご了承ください。

平成29年３月25日（土曜日）午前10時

大阪市北区梅田３丁目１番１号
ホテルグランヴィア大阪20Ｆ　名

な に わ

庭の間 （末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください｡）

報告事項 1.　第47期（平成28年１月１日から平成28年12月31日まで）事業報告、連結計算書
類及び計算書類内容報告の件

2.　会計監査人及び監査等委員会の第47期連結計算書類監査結果報告の件

決議事項 第１号議案　剰余金処分の件
第2号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）5名選任の件 
第3号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）に対するストック

オプションとしての新株予約権に関する報酬等の改定の件 
本招集ご通知に際しまして提供すべき書類のうち、以下のものにつきましては、法令及び当社定款第16条の規定に
基づき、インターネット上の当社ウェブサイト （http://hd.funaisoken.co.jp/）に掲載しており、本招集ご通知の添
付書類には記載しておりませんのでご了承ください。
①連結計算書類のうち「連結株主資本等変動計算書」、「連結注記表」
②計算書類のうち「株主資本等変動計算書」、「個別注記表」
なお、本招集ご通知の添付書類に記載しております連結計算書類及び計算書類は、会計監査人及び監査等委員会
が会計監査報告及び監査報告の作成に際して監査した連結計算書類及び計算書類の一部であります。 

以　上

記

3. 株主総会の目的事項

1. 日　　時

2. 場　　所

ご案内
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ご注意
インターネット接続にファイヤーウォール等を使用している場合、アンチウイルス
ソフトを設定されている場合、proxyサーバーをご利用の場合、TLS暗号化通信
を指定されていない場合等、株主様のインターネット利用環境によっては、ご利
用できない場合もございます。

【ご注意事項】
・株主様以外の第三者による不正アクセス（“なりすまし”）や議決権行使内容の改ざんを防止するため、ご利用の株主様には、議決

権行使サイト上で「仮パスワード」の変更をお願いすることになりますので、ご了承ください。
・株主総会の招集のつど、新しい「ログインＩＤ」及び「仮パスワード」をご通知いたします。
・議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用（インターネット接続料金等）は、株主様のご負担となります。また、携帯電

話等をご利用の場合は、パケット通信料・その他携帯電話等利用による料金が必要になりますが、これらの料金も株主様のご負担
となります。

議 決 権 行 使 サイト（http://www.evote.
jp/）において、議決権行使書用紙に記載され
た「ログインＩＤ」及び「仮パスワード」をご利用
いただき、画面の案内に従って賛否をご入力
ください。

議決権行使サイトについて
インターネットによる議決権行使は、パソコン、スマートフォンまたは携帯電話（iモード、EZweb、Yahoo!ケータイ）※から、当社
の指定する議決権行使サイト（http://www.evote.jp/）にアクセスしていただくことによってのみ実施可能です（ただし、毎日
午前２時から午前５時までは取扱いを休止します｡）。
※｢iモード」は株式会社NTTドコモ、｢EZweb」はKDDI株式会社、｢Yahoo!」は米国Yahoo!Inc.の商標または登録商標です。

インターネットにより複数回にわたり議決権を行使された場合は、最後に行使された内容を有効とさせ
ていただきます。また、パソコンと携帯電話で重複して議決権を行使された場合も、最後に行使された
内容を有効とさせていただきます。

議決権行使サイトへアクセス
議決権行使サイト

http://www.evote.jp/

1｢次の画面へ｣をクリック

1

iモード、EZweb、Yahoo!ケータイのいずれかのサー
ビスをご利用ください。また、セキュリティ確保のた
め、TLS暗号化通信及び携帯電話情報の送信が不可
能な機種には対応しておりません。

パソコンまたはスマートフォン

携 帯 電 話 に よ る 議 決 権 行 使

インターネットにより議 決 権を行 使される場 合 の お 手 続きにつ い て
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インターネットによる議決権行使は、株主総会
前営業日の平成29年３月24日（金曜日）
午後５時45分まで受付いたしますが、お早
めに行使していただき、ご不明な点等がござい
ましたらヘルプデスクへお問い合わせください。

管理信託銀行等の名義株主様（常任代理人様を
含みます｡）につきましては、株式会社東京証券取
引所等により設立された合弁会社株式会社ＩＣＪ
が運営する議決権電子行使プラットフォームの
利用を事前に申し込まれた場合には、当社株主

総会における電磁的方法による議決権行使の方
法として、上記インターネットによる議決権行使
以外に、当該プラットフォームをご利用いただけ
ます。

ログインする パスワードを変更する

以
降
は
画
面
の
入
力
案
内
に
従
っ
て

賛
否
を
ご
入
力
く
だ
さ
い
。

2お手元の議決権行使書用紙に記載され
た｢ログインID｣及び｢仮パスワード｣を
入力

3｢ログイン｣をクリック

4｢現在のパスワード｣、｢新しいパスワー
ド｣、｢新しいパスワード（確認用）｣を
それぞれ入力。新しいパスワードはお忘
れにならないようご注意願います。

5｢送信｣をクリック

2
3 54

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部（ヘルプデスク）

電話　0120－173－027（通話料無料）

（受付時間　午前９時から午後９時まで）

議決権電子行使プラットフォームについて

システム等に関するお問い合わせ
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第1号議案　剰余金処分の件 

議案及び参考事項

1. 配当財産の種類 金銭

2. 配当財産の割当てに
関する事項及びその金額

当社普通株式� １株につき21円
配当総額� 706,260,891円

これにより中間配当金（１株につき15円）と合わせまして年間配当金は１株につき36円となります。

3. 剰余金の配当が効力を生じる日 平成29年３月27日（月曜日）

平成28年度
（47期）

36 （単位：円）

平成25年度
（44期）

29

平成26年度
（45期）

32

平成27年度
（46期）

36

（24.1）
（26.6）

（30.0）

1株当たり年間配当金

当社は、財務体質と経営基盤の強化を図るとともに、株主の皆様に対する適切な利益還元を経営の最
重要課題と認識しており、業績を考慮した剰余金配当を実施することを基本方針としております。この方
針に従い、期末配当金につきましては、下記のとおりといたしたいと存じます。

（注）	当社は平成28年1月1日を効力発生日として、普通株式1株につき1.2株の割合で
	� 株式分割を実施したため、平成25年度から平成27年度については、現在の株式数を

考慮した場合の配当金を（ ）内に記載しております。

＜ご参考＞

株主総会
参考書類
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第2号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）5名選任の件 
　取締役（監査等委員である取締役を除く。）６名全員は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきまし
ては、取締役会において機動的に意思決定が行えるように、取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名の選
任をお願いするものであります。
　取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者は、次のとおりであります。

昭和55年４月
平成10年３月
平成16年３月
平成20年３月
平成22年３月
平成26年７月

平成６年５月
平成19年３月
平成22年３月
平成26年１月
平成28年１月

当社入社
当社取締役大阪経営指導本部長
当社取締役専務執行役員経営支援統括本部本部長
当社代表取締役副社長副社長執行役員ライン統括本部長
当社代表取締役社長社長執行役員ＣＯＯ
当社代表取締役社長グループＣＥＯ（現任）
㈱船井総合研究所代表取締役社長社長執行役員

当社入社
当社取締役執行役員経営支援本部副本部長兼戦略コンサルティング部長
当社取締役常務執行役員ライン統括本部長兼第四経営支援部長
当社取締役常務執行役員事業開発本部本部長
当社取締役常務執行役員事業開発室室長（現任）

再任

再任

●略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

●略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

1.

2.

所 有 す る 当 社 の 株 式 の 数

所 有 す る 当 社 の 株 式 の 数

265,745 株

133,960 株

高
た か し ま

嶋  　栄
さかえ

五
い そ ず み

十棲  剛
た け し

史

（昭和32年５月29日生）

（昭和38年11月23日生）

『取締役候補者としての選任理由』
　高嶋栄氏は当社代表取締役社長に就任以来、広い視野、豊富な経験と知見を有し、強いリーダーシップで当社グループを
牽引してまいりました。ストック型ビジネスによる収益力の強化、持株会社体制への移行による事業領域の拡大など、当社
グループをさらなる成長軌道にのせた実績を踏まえ引続き取締役候補者として選任をお願いするものであります。

『取締役候補者としての選任理由』
　五十棲剛史氏は当社グループにおいて、コンサルタント部門を統括し、牽引してまいりました。また、持株会社体制以
降は、優れた先見性による事業開発への貢献、事業会社との連携による新ビジネスモデルの策定等を推進してまいりまし
た。その実績を踏まえ引続き取締役候補者として選任をお願いするものであります。
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昭和62年４月
平成19年３月
平成22年３月
平成26年１月

平成９年７月
平成25年３月
平成26年７月
平成27年３月
平成28年１月

当社入社
当社取締役執行役員第一経営支援部長
当社取締役常務執行役員ライン統括副本部長兼第二経営支援部長
当社取締役常務執行役員人財開発本部本部長（現任）

当社入社
当社取締役執行役員スタッフ統括副本部長兼財務部長兼内部統制室長（財務担当役員）
当社取締役執行役員経営管理本部本部長兼内部統制室室長
㈱船井総合研究所監査役（現任）
当社取締役執行役員経営管理本部本部長（現任）

再任

再任

●略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

●略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

3.

4.

所 有 す る 当 社 の 株 式 の 数

所 有 す る 当 社 の 株 式 の 数

87,760 株

36,960 株

小
お

野
の

  達
た つ ろ う

郎

奥
お く む ら

村  隆
た か ひ さ

久

（昭和38年５月８日生）

（昭和34年７月13日生）

『取締役候補者としての選任理由』
　小野達郎氏は当社グループにおいて、コンサルタント部門を統括し、牽引してまいりました。また、持株会社体制以降
は、当社グループの人事部門の責任者として、採用人数の増加、教育プログラムの充実、評価制度の再構築など、人財の
育成及び定着化に努めてまいりました。その実績を踏まえ引続き取締役候補者として選任をお願いするものであります。

『取締役候補者としての選任理由』
　奥村隆久氏は当社グループにおいて、管理部門を中心に当社業務全般を熟知し、経理財務部門責任者としての経験やコ
ーポレート・ガバナンスの充実を担う逸材として職務を適切に遂行し、経営の公正性、効率性に向けたグループ経営に注
力してまいりました。その実績を踏まえ引続き取締役候補者として選任をお願いするものであります。

9 Funai Soken Holdings Inc. Funai Soken Holdings Inc. 10



平成元年４月
平成10年４月
平成19年４月
平成23年１月
平成28年３月
平成28年４月

新日本証券㈱（現みずほ証券㈱）入社
神戸大学経営学部助教授
同大学大学院経営学研究科教授
㈱ＴＡＳＡＫＩ社外取締役
当社取締役（現任）
国立大学法人京都大学経営管理大学院　教授（現任）

再任社外取締役
候補者

●略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

5.

所 有 す る 当 社 の 株 式 の 数

ー 株

砂
い さ が わ

川  伸
の ぶ ゆ き

幸（昭和41年12月８日生）

『取締役候補者としての選任理由』
　砂川伸幸氏は、ファイナンスをはじめ、企業価値評価、価値創造経営、コーポレート・ガバナンスの動向といった大学
教授としての高度な専門知識と幅広い経験を有しており、その高い見識から、当社の経営に対して提言をいただくため、
引続き社外取締役として選任をお願いするものであります。

（注）	1.	 各取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
2.	 砂川伸幸氏は社外取締役候補者であります。なお、当社は同氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出てお

ります。
3.	 砂川伸幸氏は、過去に社外取締役または社外監査役となること以外の方法で会社の経営に関与したことはありませんが、経営学の専門家であ

り、社外取締役の職務を適切に遂行していただけるものとして社外取締役候補者といたしました。
4.	 当社は、砂川伸幸氏の選任が承認された場合、同氏との間で会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結する予定であります。

当該契約に基づく損害賠償の限度額は、法令が規定する最低責任限度額であります。

取締役在任期間1年
（本定時総会終結時）
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（ご参考）取締役候補者の選任にあたっての当社の考え方

1.取締役候補者の選任
当社は、半数以上を社外取締役で構成された指名委員会を設置しており、当委員会において取締役候補者に

ついて審議し、取締役会がその結果の提言を受けて取締役候補者を決定しております。
　取締役に求められる役割、期待は、グループ事業会社を含めた執行の監督を行うのに必要な事業活動に対
する深い見識に加え、グループ全体をグループの事業戦略、財務面、コンプライアンス、ガバナンスの視点から俯
瞰し、業務執行・監督を行うことと定めており、指名委員会において、年齢、性別及び国籍等に関わらず、取締役と
しての株主からの経営の委任に応え、その職務と責任を全うできる適任者を取締役候補者として選定する方針
であります。
　なお、指名委員会委員４名のうち２名が社外取締役であります。

2.社外取締役の独立性　
　当社は、社外取締役を選任するにあたっては、経験に裏付けされた高次の視点から当社グループの経営の監
督を行うことを期待しており、その役割を担うに相応しい人格、識見及び業務・専門職経験を備えているかを総合
的に検討して、十分にその能力があり、東京証券取引所の定める独立性判断基準を参考に、当社グループとの人
的関係、資本関係又は取引関係その他の利害関係を確認し、一般株主と利益相反が生じるおそれのない独立性
のある者を、指名委員会において、社外取締役候補者に指名しております。

11 Funai Soken Holdings Inc. Funai Soken Holdings Inc. 12



第3号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）に対する
	 ストックオプションとしての新株予約権に関する報酬等の
	 改定の件

　現在の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬等の額は、平成28年３月26日開催の第46回
定時株主総会において、年額400,000千円以内（ただし、執行役員兼務取締役の執行役員報酬は含まな
い。）としてご承認いただき、また、当該枠内で取締役（社外取締役を除く。）に対し株式報酬型ストックオプ
ションとしての新株予約権を、年額20,000千円以内で付与することにつきご承認をいただいております。
　今般、株価連動型報酬の割合を増やし、企業価値向上への貢献意欲や士気をより高めるため、取締役

（監査等委員である取締役を除く。）の報酬等の年額400,000千円以内（うち社外取締役20,000千円以
内）の枠内において、取締役（社外取締役を除く。）に対する株式報酬型ストックオプションとしての新株予
約権を、年額50,000千円以内と改めさせていただきたいと存じます。ただし、この報酬等の額には、従来
どおり、執行役員兼務取締役の執行役員報酬は含まないものといたします。
　なお、本議案が原案どおり承認可決されますと、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬等の
額のうち金銭報酬は年額350,000千円以内（うち社外取締役20,000千円以内）となり、株式報酬型スト
ックオプションとしての新株予約権は年額50,000千円以内となります。
　また、現在の取締役（監査等委員である取締役を除く。）は6名（うち社外取締役1名）でありますが、第２
号議案が原案どおり承認可決されますと、取締役（監査等委員である取締役を除く。）は5名（うち社外取
締役1名）となります。

以　上
11 Funai Soken Holdings Inc. Funai Soken Holdings Inc. 12
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　当連結会計年度におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善が続くなか、政府による各種政策の効果
により景気回復に向け緩やかに持ち直しつつありましたが、一方で中国経済をはじめとした海外経済の不
確実性や金融資本市場の変動の影響を中心に予断を許さない状況が続きました。このような状況の下、当
社グループは主力事業である経営コンサルティング事業の業績が好調に推移し、連結経営成績は過去最
高の売上高及び利益を達成することができました。

（1）事業の経過及びその成果

第47回定時株主総会招集ご通知添付書類

1：当社グループの現況に関する事項事業報告
(平成28年１月１日から
平成28年12月31日まで)

顧
　客

（
株
）船
井
総
研
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス（
持
株
会
社
）

経
営
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
事
業

㈱船井総研ITソリューションズ
（IT関連事業）

㈱船井総合研究所

ロ
ジ
ス
テ
ィ
ク
ス
事
業

船井総研ロジ㈱

船井（上海）商務信息咨詢有限公司

そ
　の
　他

㈱プロシード
　（コンタクトセンターコンサルティング事業）

㈱船井総研コーポレートリレーションズ
（グループ会社営業サポート）

■（ご参考）当社グループの事業の系統図：平成28年12月31日現在
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　売上高におきましては、経営コンサルティング事業における最大の特徴ともいえる月次支援型コンサル
ティング業務の契約継続率の向上と、業種・テーマ別経営研究会の会員数の順調な増加により、コンサル
ティング件数が順調に増加いたしました。また、ロジスティクス事業におきましては大型案件の受注も重な
り、売上高が増加し、これらの結果、16,433百万円（前連結会計年度比11.7％増）となりました。
　営業利益におきましては、売上原価は10,689百万円（前連結会計年度9,625百万円）、販売費及び一般
管理費が1,883百万円（同1,595百万円）となったものの、上記の売上高増加に伴って3,859百万円（前連
結会計年度比10.4％増）となりました。
　経常利益におきましては、前期までの組織再編に伴う還付消費税等の計上が終了したため、営業外収益
は70百万円（前連結会計年度263百万円）となり、3,866百万円（前連結会計年度比4.8％増）となりま 
した。
　親会社株主に帰属する当期純利益におきましては、特別利益として投資有価証券売却益を111百万円
計上、法人税等合計が1,386百万円（前連結会計年度1,190百万円）により2,558百万円（前連結会計年
度比5.5％増）となりました。

営業利益

売上高

経常利益

親会社株主に帰属する
当期純利益

百万円 16,433 （前連結会計年度比 11.7％増）

百万円 3,859 （前連結会計年度比 10.4％増）

百万円 3,866 （前連結会計年度比 4.8％増）

百万円 2,558 （前連結会計年度比 5.5％増）
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住宅・不動産 医療・介護・福祉 士業 専門サービス アミューズメント 自動車関連 外食 フード

［単位：百万円］

1,7641,764

591591 664664 560560 583583 510510 538538

960960

500

0

1,000

1,500

2,500

2,000

25.1％25.1％ 6.6％6.6％ 4.2％4.2％16.7％16.7％ 16.2％16.2％ 12.3％12.3％ 5.6％5.6％17.0％17.0％

（上位8業種抜粋）
■27年1～12月　■28年1～12月

1,0371,037
840840 805805

1,1821,182
1,3831,383

2,2072,207

889889 787787

（注）上記数値は、当社業種分類に基づいたコンサルティング契約の売上実績をもとに算出した数値です。

経営コンサルティング事業におきましては、前連結会計年度からさらに実績を伸ばし過去最高の売上
高を更新いたしました。当事業の主力部門である住宅・不動産業界向けコンサルティング部門、医療・介
護・福祉業界向けコンサルティング部門において引続き順調に売上高を伸ばし、当事業の売上高増加に
大きく寄与いたしました。

業務区分別の売上高につきましては、国内でも最大級の展開を行っている業種・テーマ別経営研究会
において、会員企業数の順調な増加により、会費収入は引続き高い成長率を継続することができました。
会員数が増加したことにより、月次支援型コンサルティング業務においても契約の受注及び更新が安定
し売上高が増加いたしました。さらに、インターネット広告運用代行支援や人材採用コンサルティングなど
新規業務の展開も順調に進捗いたしました。

これらの結果、売上高は14,104百万円（前連結会計年度比12.0％増）、営業利益は3,737百万円（同
12.0％増）となりました。

■（ご参考）部門別実績推移グラフ

経営
コンサルティング事業 売上高 前連結会計年度比

12.0％増14,104百万円14,104百万円
86.0％86.0％

15 Funai Soken Holdings Inc. Funai Soken Holdings Inc. 16



ロジスティクス事業 売上高 前連結会計年度比
3.9％増1,729百万円1,729百万円

　ロジスティクス事業におきましては、主力の物流オペレーション業務において出荷倉庫の拠点を大阪に
集約し、新規顧客の獲得も順調に推移し計画通りの売上高を達成することができました。物流コンサルテ
ィング業務につきましては、定期的な研究会開催と既存顧客の継続案件に加え、人気セミナーの開催等
の効果により新規顧客の受注件数も増加し、引続き安定的な売上高を維持しました。また、特に利益率の
高い物流コンサルティング業務が順調に伸張したため大幅に増益となりました。
　これらの結果、売上高は1,729百万円（前連結会計年度比3.9％増）、営業利益は93百万円（同18.2％
増）となりました。

そ の 他 売上高 前連結会計年度比
36.6％増574百万円574百万円

その他の事業のコンタクトセンターコンサルティング事業におきましては、ＣＯＰＣ認証制度の支援を軸
とした受注増加及び資格更新による研修の増加に後押しされ、計画以上の売上高を達成することができ
ました。しかしながら、ＩＴ関連事業におきましては、当初の計画を達成することができず、厳しい状況が続
きました。

これらの結果、売上高は574百万円（前連結会計年度比36.6％増）、営業利益は５百万円（前連結会計
年度は営業損失28百万円）となりました。

10.5％10.5％

3.5％3.5％
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　国内経済は、政府による経済再生に向けた各種政策の効果により企業収益が改善されるなど緩やかに
持ち直しつつあるものの、中国経済をはじめとした海外景気の減速や、米国や欧州の政治動向を中心に予
断を許さない状況下にあります。各企業は、この局面を乗り切るため、経営資源をより効率的に活用する必
要があり、そのために的確な投資判断や経営判断が求められます。
　このような状況は、経営コンサルティング事業を主力事業とする当社グループにとってはビジネス拡大の
チャンスであるととらえております。当社グループの新たな成長局面を迎えるために、当社のグループビジョ
ンである「仕事を通じて、人と企業を幸せにする　常に社会に必要とされるグループ経営をめざす」を基に、
真に顧客の求めるニーズをとらえ、各業界の時流に適したコンサルティングサービスを提供し、常に顧客に
寄り添い、顧客とともに進化し、広く社会に貢献できるよう以下の課題に取組んでまいります。

（2）対処すべき課題

　経営コンサルティング事業を中心に展開しております経営者向けの業界別・テーマ別経営研究会におい
て、業界動向や成功事例などの情報交換を活発に行い、研究会ごとに時流に適した業績向上ソリューション
の研究を行っております。経営研究会の会員数増加は、当事業の売上高の70％以上を占める月次支援型コ
ンサルティング業務との相乗効果が高く、経営全体を牽引することから、経営研究会の拡充が重要な課題
であると認識しております。経営者向けセミナーや既存顧客などを通じて経営研究会への誘導を図り、平成
28年12月時点で会員数6,115社から平成32年12月末を目処に10,000社を目指してまいります。

経営研究会の拡充1
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　当社グループが中小・中堅企業に対する企業経営に関する「総合経営コンサルティンググループ」を目指
すため、従来の業界別コンサルティングである成長実行支援及び人材開発支援の拡充のほかに、今後は中
小・中堅企業の企業価値向上支援の実行に向けた体制を整える必要があります。Ｍ＆Ａや業務提携を通じ
てコンサルティングサービスの質の向上及び領域の拡大を図り、グループ会社間の連携をより促進するた
めにもグループ経営を強化し、顧客企業の経営者に対して最適なコンサルティングサービスを提供できる
体制を整備してまいります。

グループ経営の強化3

海外市場への展開4
　海外市場への展開については、当社グループは進出先としてアジア市場に対象を絞っております。既に
国内企業の海外進出をサポートするコンサルティング業務を行ってまいりましたが、海外におけるニーズに
対して適切なコンサルティングサービスを拡充していくために、現地での営業展開や人財採用のほか、市場
の活性化を目的とした顧客同士の学びの場としての研究会を提案してまいります。国内売上比率が圧倒的
に高い状況が続いておりますが、今後は大きく事業拡大が期待できる市場であると考えております。

　経営コンサルティング事業の業績を向上するためには、各個人のコンサルティング力の向上が不可欠で
あり、優秀な人財の確保が必要であります。この点に関しては、当社グループの知名度の向上に伴い、新卒
採用者・中途採用者ともに、潜在能力の高い人財を多く獲得できるようになりました。国内外を問わず、広く
採用・募集活動を実施しており、より質の高い人財の獲得に注力しております。
　さらに、優秀な人財が定着することで、顧客との関係性が継続的に強化され、契約継続率が向上し業績
の安定化につながります。こうしたことから、採用した能力の高い社員を優秀なコンサルタントに育成し、定
着させることが、当社グループの重要な課題と考えております。また、働き方改革の推進により労働時間の
見直しや、育児等と就業の両立支援の制度の導入など女性の活躍機会の向上に積極的に取組んでまいり
ます。
　今後も、コンサルタントがより長く、より働きやすくなる環境づくりを目指してまいります。

優秀な人財の採用、育成の強化、定着率の向上2
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　持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を図るために、コーポレート・ガバナンスの向上が不可欠と
認識しており、「コーポレートガバナンス・コード」の適切な実践や、内部統制機能の確立は極めて重要な課題
であると考えております。社外取締役のみで構成される「ガバナンス委員会」を設置し、適切なコーポレート・
ガバナンスの検討を定期的に行っており、併せて、内部統制報告制度に対応し、経営の透明性と健全性の
確保を目的とした内部統制ルールを導入し、運用しております。また、取締役会の監査・監督機能の強化によ
るコーポレート・ガバナンスの充実、経営の公平性・効率性の向上のため、平成28年３月に監査役会設置会
社から監査等委員会設置会社へ移行いたしました。これらにより、当社グループにおける戦略及び事業目
的の推進を組織として機能させ、より適正かつ効率的な経営を遂行し、事業基盤の強化を図ってまいり 
ます。

　なお、株主の皆様におかれましては、今後ともより一層のご支援、ご鞭撻を賜りますよう、よろしくお願い申
し上げます。

　当社グループの健全な成長を確保し、企業価値の向上を図るために、企業の社会的責任（ＣＳＲ）に立脚し
た経営が不可欠と認識しております。当社グループといたしましては、企業の社会的責任を果たすべく、リス
ク管理やコンプライアンスを徹底し、総合的な経営コンサルティング業務を通じて、当社グループに関わる
人・企業、そして社会に対して、より良い未来を提案し、その実現を全力で支援することを基本理念としてお
ります。この基本理念に基づき、社会の発展に結実する経営を目指してまいります。

企業の社会的責任（ＣＳＲ）に基づく経営5

内部統制、コーポレート・ガバナンスの向上6
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株　主　総　会

取　締　役　会
9名

業務執行取締役指名委員会

報酬委員会

リスク管理委員会

内部統制委員会

ガバナンス委員会

社内取締役5名

経営会議
会計監査人社内取締役

執行役員

代表取締役1名 内部監査室3名

監査等委員会
3名（うち社外取締役2名）

選任・解任

選定 連携

連携

連携
内部監査

会計監査

監査等

選任・解任 取締役の指名・報酬等
への意見陳述

非業務執行取締役4名
（うち社外取締役3名）

【コーポレート・ガバナンス体制】平成29年1月1日現在

選任・解任

監督

（ご参考）コーポレート・ガバナンスの基本的な考え方

当社は、遵法経営の実施及び株主利益の極大化を主たる目的として、コーポレート･ガバナンスの強化に努めておりま
す。社外取締役を選任することにより、取締役会の客観性・妥当性を確保し、社外取締役２名を含む３名の監査等委員に
よる取締役会の適法性・妥当性の監査・監督を行っております。

また、ディスクロージャーへの積極的な取組みをコーポレート・ガバナンスの重要な柱と位置づけており、法令等に基づ
く開示、会社説明会の開催、機関投資家やアナリストとの個別ミーティングの実施等により、当社及び当社グループの現
状のみならず、今後の事業戦略についても、迅速かつ正確なディスクロージャーに努めております。
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区　　　分 平成25年度
第44期

平成26年度
第45期

平成27年度
第46期

平成28年度
第47期（当連結会計年度）

売上高（千円） 10,065,273 12,485,057 14,717,741 16,433,399

営業利益（千円） 2,625,524 2,992,674 3,497,010 3,859,810

経常利益（千円） 2,692,831 3,028,649 3,691,290 3,866,895
親会社株主に帰属する
当期純利益（千円） 1,984,546 1,766,777 2,426,440 2,558,898

１株当たり当期純利益（ 円 ） 58.70 52.15 71.75 75.61

総資産（千円） 18,602,354 20,437,161 22,260,059 22,862,678

純資産（千円） 15,912,775 16,653,794 18,217,095 19,272,477

自己資本比率（ ％ ） 85.3 81.1 81.3 83.5

①当社グループの財産及び損益の状況の推移
（3）当社グループ及び当社の財産及び損益の状況の推移

区　　　分 平成25年度
第44期

平成26年度
第45期

平成27年度
第46期

平成28年度
第47期（当期）

売上高及び営業収益（千円） 9,864,880 5,929,526 2,003,508 3,533,717

営業利益（千円） 2,638,813 1,703,567 522,841 1,783,257

経常利益（千円） 2,711,645 1,737,795 551,258 1,768,505

当期純利益（千円） 1,971,025 998,827 522,155 1,753,032

１株当たり当期純利益（ 円 ） 58.30 29.48 15.44 51.80

総資産（千円） 18,565,595 18,300,461 17,139,808 17,276,742

純資産（千円） 15,888,177 15,984,766 15,578,963 15,805,672

自己資本比率（ ％ ） 85.3 86.9 90.3 90.4

②当社の財産及び損益の状況の推移

（注）	1.	� 当社は、平成26年７月１日付で持株会社体制へ移行いたしました。このため、第45期以降は第44期以前と比較して変動しております。
	 2.	 平成28年１月１日付で株式１株につき1.2株の割合をもって株式分割を実施したため、第44期の期首に当該株式分割が行われたものと
　　　　仮定して１株当たり当期純利益を算定しております。
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■売上高

10,065
12,485

第45期第44期

（百万円）

14,71714,717

第46期

16,43316,433

第47期

■経常利益

3,028

第45期 第46期第44期

（百万円）

2,6922,692

3,691

第47期

3,866

（百万円）■総資産　  ／純資産

第45期第44期

15,91215,912

20,43720,437
16,65316,653

第46期

22,26022,260
18,21718,21718,60218,602

第47期

22,86222,862
19,27219,272

■営業利益

2,625
2,992

第45期

3,497

第46期第44期

（百万円）
3,859

第47期

第45期第44期

1,984

第46期

（百万円）

1,766

2,4262,426

第47期

2,5582,558

■親会社株主に帰属する当期純利益

（円）■１株当たり当期純利益

第45期 第46期第44期

71.7571.75
58.7058.70

52.1552.15

75.6175.61

第47期

（ご参考）連結業績推移グラフ
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（4）重要な子会社の状況
会　　社　　名 資　本　金

（出　資　金） 当社の出資比率 主要な事業内容

株 式 会 社 船 井 総 合 研 究 所 3,000,000 千円 100.0 % 経営コンサルティング事業
船 井 総 研 ロ ジ 株 式 会 社 98,000 100.0 ロジスティクス事業
株式会社船井総研コーポレートリレーションズ 50,000 100.0 営業サポート業務
株 式 会 社 プ ロ シ ー ド 100,000 100.0 コンタクトセンターコンサルティング事業
株式会社船井総研ＩＴソリューションズ 60,000 100.0 ＩＴ関連事業
船井（上海）商務信息咨詢有限公司 50,000 100.0 経営コンサルティング事業

（注）	1.	� 当社の連結子会社は上記に記載している６社であります。
	 2.	� 当連結会計年度末日における特定完全子会社の状況は、次のとおりであります。

名　　　称 住　　　所 株式の帳簿価額 当社の総資産額
株式会社船井総合研究所 大阪市中央区北浜４丁目

４番１０号 5,718,319千円 17,276,742千円

①経営コンサルティング事業
②ロジスティクス事業

（5）主要な事業内容

名　　　　称 所　在　地
当　社 株式会社船井総研ホールディングス� 大阪本社 大阪市中央区

� 東京本社 東京都千代田区
子会社 株式会社船井総合研究所� 大阪本社 大阪市中央区

� 東京本社 東京都千代田区
船井総研ロジ株式会社 大阪市中央区
株式会社船井総研コーポレートリレーションズ 大阪市中央区
株式会社プロシード 東京都千代田区
株式会社船井総研ＩＴソリューションズ 東京都品川区
船井(上海)商務信息咨詢有限公司 中国上海市

（6）主要な拠点等
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（注）		�従業員数には、パートタイマー（38名）は含まれておりません。

種　　　　　類 従　業　員　数
経 営 コ ン サ ル テ ィ ン グ 事 業 759 名

ロ ジ ス テ ィ ク ス 事 業 22

そ の 他 27

全 　 社 　 （ 共 　 通 ) 65

合 計 873

（7）従業員の状況
①当社グループの従業員の状況

従業員数 前期末比増減数 平均年齢 平均勤続年数
65名 － 38.8歳 8.4年

②当社の従業員の状況
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（1）発行可能株式総数…130,000,000株

（2）発行済株式の総数…… 33,631,471株
（自己株式2,369,101株を除く）

（3）株主数… …………………………12,587名

（4）単元株式数………………………… 100株

（5）大株主（上位10名）

■（ご参考）所有者別株式分布状況(株式数比率)

個人・その他
42.13％
（12,308名）

外国法人等
12.78％
（124名）

自己名義株式
6.58％
（1名）

金融機関
23.90％
（29名）

金融商品
取引業者
0.81％
（25名）

その他の法人
13.80％
（100名）

株　　主　　名 持株数 持株比率

株 式 会 社 船 井 本 社 3,788 千株 11.26 %

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 2,105 6.26

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 1,301 3.86

舩 　 井 　 　 和 　 子 1,071 3.18

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口9） 817 2.43

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 708 2.10

舩 　 井 　 　 勝 　 仁 704 2.09

船 井 総 研 グ ル ー プ 従 業 員 持 株 会 649 1.93

ＮＯＲＴＨＥＲＮ　ＴＲＵＳＴ　ＣＯ．（ＡＶＦＣ）ＲＥ　ＦＩＤＥＬＩＴＹ　ＦＵＮＤＳ 640 1.90

ＴＡＩＹＯ　ＨＡＮＥＩ　ＦＵＮＤ，Ｌ．Ｐ． 614 1.82
（注）	1.	� 持株比率は自己株式（2,369千株）を控除して計算しております。
	 2.	 当社は、平成28年１月１日付で、普通株式１株につき1.2株の割合で株式分割を行っております。

2：会社の株式に関する事項
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(1) 当事業年度の末日に当社役員が有する職務執行の対価として交付された新株予約権の内容の概要
名　　　称 2012-Ⅰ新株予約権 2013-Ⅰ新株予約権
発行決議の日 平成24年４月17日 平成25年４月16日
新株予約権の数 200個 220個
保有人数　取締役
　（�監査等委員及び社外取締

役を除く）
５名 ５名

新株予約権の目的である
株式の種類及び数（注）6

普通株式　24,000株
（1個あたり120株）

普通株式　26,400株
（1個あたり120株）

新株予約権の発行価格（注）6 1株あたり244円（注）1 1株あたり388円（注）2
新株予約権の行使時の払込金額 1株あたり1円 1株あたり1円
新株予約権の行使期間 平成24年5月8日～平成54年5月7日 平成25年5月8日～平成55年5月7日

新株予約権の主な行使条件
新株予約権者は、行使可能な期間内におい
て、当社の取締役、監査役及び執行役員の
いずれの地位をも喪失した日の翌日以降、
新株予約権を行使することができる。

新株予約権者は、行使可能な期間内におい
て、当社の取締役、監査役及び執行役員の
いずれの地位をも喪失した日の翌日以降、
新株予約権を行使することができる。

名　　　称 2014-Ⅰ新株予約権 2015-Ⅰ新株予約権
発行決議の日 平成26年４月15日 平成27年５月23日
新株予約権の数 220個 220個
保有人数　取締役
　（�監査等委員及び社外取締

役を除く）
５名 ５名

新株予約権の目的である
株式の種類及び数（注）6

普通株式　26,400株
（1個あたり120株）

普通株式　26,400株
（1個あたり120株）

新株予約権の発行価格（注）6 1株あたり393円（注）3 1株あたり796円（注）4
新株予約権の行使時の払込金額 1株あたり1円 1株あたり1円
新株予約権の行使期間 平成26年5月8日～平成56年5月7日 平成27年6月19日～平成57年6月18日

新株予約権の主な行使条件
新株予約権者は、行使可能な期間内におい
て、当社の取締役、監査役及び執行役員の
いずれの地位をも喪失した日の翌日以降、
新株予約権を行使することができる。

新株予約権者は、行使可能な期間内に割当日にお
いて在任する当社又は当社子会社の取締役、監査
役並びに執行役員のいずれの地位をも喪失した日
の翌日以降、新株予約権を行使することができる。

3：会社の新株予約権等に関する事項
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名　　　称 2016-Ⅰ新株予約権
発行決議の日 平成28年４月21日
新株予約権の数 260個
保有人数　取締役
　（監査等委員及び社外取締役を除く） ５名
新株予約権の目的である
株式の種類及び数

普通株式　31,200株
（１個あたり120株）

新株予約権の発行価格 １株あたり1,205円(注)５
新株予約権の行使時の払込金額 １株あたり１円
新株予約権の行使期間 平成28年５月13日～平成58年５月12日

新株予約権の主な行使条件
新株予約権者は、行使可能な期間内に割当日において在任する当
社又は当社子会社の取締役、監査役並びに執行役員のいずれの地
位をも喪失した日の翌日以降、新株予約権を行使することができ
る。

(注)	 1.	 発行価格は、新株予約権の行使時の払込金額１円と付与日における公正な評価単価243円を合算しております。
	 2.	 発行価格は、新株予約権の行使時の払込金額１円と付与日における公正な評価単価387円を合算しております。
	 3.	 発行価格は、新株予約権の行使時の払込金額１円と付与日における公正な評価単価392円を合算しております。
	 4.	 発行価格は、新株予約権の行使時の払込金額１円と付与日における公正な評価単価795円を合算しております。
	 5.	 発行価格は、新株予約権の行使時の払込金額１円と付与日における公正な評価単価1,204円を合算しております。
	 6.	� 当社は、平成28年１月１日付で、普通株式１株につき1.2株の割合で株式分割を行っております。上記株式の種類及び数、発行価格及び公

正な評価単価は当該株式分割に係る調整後の数及び価格で記載しております。
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(2) 当事業年度中に当社執行役員、従業員及び子会社役員等に対して交付された新株予約権の内容の概要
名　　　称 2016-Ⅰ新株予約権
発行決議の日 平成28年４月21日
新株予約権の数 340個
交付人数
　当社執行役員
　当社の子会社役員等

  2名
12名

新株予約権の目的である
株式の種類及び数

普通株式40,800株
（１個あたり120株）

新株予約権の発行価格 １株あたり1,205円(注)
新株予約権の行使時の払込金額 １株あたり１円
新株予約権の行使期間 平成28年５月13日～平成58年５月12日

新株予約権の主な行使条件
新株予約権者は、行使可能な期間内に割当日において在任
する当社又は当社子会社の取締役、監査役並びに執行役員
のいずれの地位をも喪失した日の翌日以降、新株予約権を
行使することができる。

（注）発行価格は、新株予約権の行使時の払込金額１円と付与日における公正な評価単価1,204円を合算しております。



（1）取締役の氏名等
氏　　　　　名 地位及び担当 重要な兼職の状況

高 　 嶋 　 　 　 栄 代表取締役社長
グループＣＥＯ

大 　 野 　 　 　 潔
取締役
専務執行役員
経営統括本部本部長

五 十 棲 　 剛 　 史
取締役
常務執行役員
事業開発室室長

小 　 野 　 達 　 郎
取締役
常務執行役員
人財開発本部本部長

奥 　 村 　 隆 　 久
取締役
執行役員
経営管理本部本部長

株式会社船井総合研究所　監査役

砂 　 川 　 伸 　 幸 取締役 国立大学法人京都大学経営管理大学院　教授

百 　 村 　 正 　 宏 取締役（常勤監査等委員） 株式会社船井総合研究所　監査役

中 　 尾 　 篤 　 史 取締役（監査等委員） ＣＳアカウンティング株式会社
専務取締役

小 　 林 　 章 　 博 取締役（監査等委員） 弁護士法人中央総合法律事務所
京都事務所　代表

(注) 1.　当社は平成28年３月26日開催の第46回定時株主総会において監査役会設置会社から監査等委員会設置会社に移行いたしました。
	 2.　当期中の取締役の異動
		  砂川伸幸氏は、平成28年３月26日開催の第46回定時株主総会において、取締役に新たに選任され、就任いたしました。また、上記移行に

伴い、常勤監査役百村正宏氏、監査役中尾篤史氏及び小林章博氏は監査等委員である取締役に新たに選任され、就任いたしました。
		  炭谷太郎氏は、平成28年３月26日開催の第46回定時株主総会の終結の時をもって任期満了により取締役を退任いたしました。
	 3.　砂川伸幸氏、中尾篤史氏及び小林章博氏は社外取締役であり、東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出

ております。
	 4.　取締役（常勤監査等委員）百村正宏氏は、当社の財務部門において10年以上の実務経験があり、財務及び会計に関する相当程度の知見を有

しております。取締役（監査等委員）中尾篤史氏は公認会計士及び税理士であり、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。
	 5.　監査等委員会の監査・監督機能を強化するため、取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの情報収集及び重要な社内会議における情

報共有並びに監査等委員会と内部監査部門の十分な連携を可能とすべく、取締役百村正宏氏を常勤の監査等委員として選定しております。

4：会社役員に関する事項
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　取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬等については、株主総会で承認された取締役報酬等
の限度内で算定しており、報酬委員会において検討・審議し、取締役会において協議、決定しております。
　各取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬等については、担当する職務、責任、業績、貢献度
等の要素を基準として、報酬委員会において総合的に勘案し、その審議結果及び答申を踏まえ、代表取締
役社長が取締役会に諮って決定しております。
　監査等委員である取締役の報酬等については、監査等委員報酬等の限度内で算定しており、報酬委員
会において検討・審議し、その審議結果及び答申を踏まえ、監査等委員会が協議、決定することとしており
ます。

29 Funai Soken Holdings Inc. Funai Soken Holdings Inc. 30

招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

添
付
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書

株
主
メ
モ

（3）役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針

（2）当事業年度に係る取締役及び監査役の報酬等の額
区　　　　　分 支　給　人　員 報酬等の額

取締役（監査等委員を除く） ７名 193,607千円

取 締 役（ 監 査 等 委 員 ） ３名 19,350千円

監 査 役 ３名 5,850千円

合 　 　 　 　 　 計 10名 218,807千円

(注)	1.	 上記取締役（監査等委員を除く）の支給人員には、平成28年３月26日開催の第46回定時株主総会の終結の時をもって退任した取締役を含ん
でおります。また、当社は同日付で監査役会設置会社から監査等委員会設置会社に移行いたしました。なお、支給人員欄の合計は、監査等
委員である取締役と監査役の重複する人数を除いて記載しております。

	 2.	 取締役（監査等委員を除く）の報酬限度額は、平成28年３月26日開催の第46回定時株主総会において年額400,000千円以内（但し、執行役
員兼務取締役の執行役員報酬は含まない。）と決議いたしております。また、当社取締役（社外取締役を除く。）に対する株式報酬型ストック
オプションとしての新株予約権を、報酬限度額である年額400,000千円（うち社外取締役20,000千円以内）の枠内において、年額20,000
千円以内（但し、執行役員兼務取締役の執行役員報酬は含まない。）で付与することを決議いたしております。

	 3.	 監査役の報酬限度額は、昭和63年３月20日開催の第18回定時株主総会において年額30,000千円以内と決議いたしております。
	 4.　取締役（監査等委員）の報酬限度額は、平成28年３月26日開催の第46回定時株主総会において年額50,000千円以内と決議いたしておりま

す。
	 5.　上記報酬等の額のうち、社外役員に対する報酬額は４名で14,520千円であります。
	 6.　上記報酬等の額には、当社取締役（監査等委員及び社外取締役を除く。）に対してストックオプションとして付与した新株予約権に係る当事

業年度の費用計上額18,192千円を含んでおります。
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④当事業年度における主な活動状況
区　　　　　分 氏　　　　　名 主な活動状況

取締役 砂 川 　 伸 幸
平成28年３月26日就任以降開催の取締役会10回全てに出席し、
主に大学教授としての専門的見地、経験から発言を行っており
ます。

取締役（監査等委員） 中 尾 　 篤 史
当事業年度開催の取締役会13回全て、監査役会３回全て、監
査等委員会９回全てに出席し、主に公認会計士及び税理士とし
ての専門的見地から発言を行っております。

取締役（監査等委員） 小 林 　 章 博
当事業年度開催の取締役会13回全て、監査役会３回全て、監
査等委員会９回全てに出席し、主に弁護士としての専門的見地
から発言を行っております。

⑤責任限定契約の内容の概要
�　当社と社外取締役は、会社法第427条第１項及び当社定款の規定に基づき同法第423条第１項の損害賠償責
任を限定する契約を締結しております。
　当該契約に基づく損害賠償の限度額は、法令が規定する最低責任限度額としております。

①他の法人等の業務執行者の重要な兼任状況及び当社と当該他の法人等の関係
�　取締役砂川伸幸氏は国立大学法人京都大学経営管理大学院の教授であります。なお、当社と国立大学法人京
都大学経営管理大学院との間には特別な関係はありません。
�　取締役（監査等委員）中尾篤史氏はＣＳアカウンティング株式会社の専務取締役であります。なお、当社とＣＳアカ
ウンティング株式会社との間には特別な関係はありません。
�　取締役（監査等委員）小林章博氏は弁護士法人中央総合法律事務所の京都事務所の代表であります。なお、当
社と弁護士法人中央総合法律事務所との間には特別な関係はありません。

②他の法人等の社外役員等との重要な兼職に関する事項
　該当事項はありません。

③主要取引先等特定関係事業者との関係
　該当事項はありません。

（4）社外役員に関する事項



（1） 会計監査人の名称
　有限責任監査法人トーマツ

(3) 会計監査人の報酬等に監査等委員会が同意した理由
　監査等委員会は、会計監査人の報酬について、取締役、経理部門等の社内関係部門及び会計監査人
から必要な資料を入手し、報告を受けた上で、会計監査人の過年度の職務執行状況及び報酬実績を確認
し、当事業年度における会計監査人の監査計画及び報酬見積の算出根拠の適正性及び妥当性について
必要な検証を行い、審議した結果、これらについて適切であると判断いたしましたので、会計監査人の報
酬等の額について、会社法第399条第１項の同意を行っております。

(5) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場
合は、監査等委員の全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。
　また、監査等委員会は、会計監査人の職務遂行状況等を総合的に判断し、監査の適正性及び信頼性が
確保できないと認めたときは、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を
決定いたします。

（4） 非監査業務の内容
　該当事項はありません。

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
①当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額
　21,400千円
②当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額
　28,200千円

（注）　当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、
　　　実質的にも区分できませんので、上記①の金額には金融商品取引法に基づく監査の報酬等の額を含めて記載しております。

5：会計監査人に関する事項
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　当社グループは「人・企業・社会の未来を創る」というグループ理念と「仕事を通じて、人と企業を幸せにす
る　常に社会に必要とされるグループ経営をめざす」というグループビジョンを当社グループの役員、従業
員によって具現化するべく、適切な組織の構築、社内規程・ルール等の制定、情報の伝達及び業務執行のモ
ニタリングを行う体制として内部統制システムを整備・維持します。これを適宜見直し、改善していくことで
業務の適正性を確保します。

①取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
ア.	� 当社グループは社会的責任に対する基本姿勢を示す「グループコンプライアンス規程」及び「グループ企業倫

理行動憲章」を制定し、当社グループの役員、従業員が法令、社内規程・ルール等に従い、高い倫理観を持ち
良識ある行動をとれるよう、その基準を明確にします。

イ.	� 当社グループは適切な内部統制システムを構築し、運用しております。また、当社及びグループ会社の業務執
行が法令、社内規程・ルール等に則って適正に行われていること、当社グループの内部統制システムの適正な
運用を監査するとともに、必要に応じて改善のための提案を行うため、社長直轄の内部監査部門として内部
監査室を設置し、当社及びグループ会社の内部監査を行います。

ウ.	� 取締役及び使用人は、重大な法令違反その他法令、社内規程・ルール等の違反に関する重要な事実を発見し
た場合には、直ちに監査等委員に報告するとともに、遅滞なく取締役会において報告します。

エ.	� 違法行為、社会規範や企業倫理に反する行為を防止・是正するため、「グループホットライン規程」を制定し、当
社グループに従事する者からの「社内ホットライン」を整備するなどコンプライアンス体制の充実に努めるほ
か、ｅラーニングを実施し役員及び従業員のコンプライアンスに対する意識の向上に努めております。

オ.	� 当社グループは社会の秩序や企業の健全な活動に悪影響を及ぼす反社会的な個人や団体には断固たる態
度で臨みます。

②取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
ア.	� 取締役の意思決定や職務の執行が効率的に行われることを確保するため、取締役会の運営に関する規程を

定めるとともに、取締役会を原則として月１回開催するほか、必要に応じて適宜臨時に開催します。
イ.	 組織的かつ効率的な業務遂行のために、各組織、各職位の責任と権限の体系を明確にした「職務権
　　限基準」を制定します。
ウ.	 取締役会の決議により、業務執行を担当する執行役員を選任し、会社の業務を委任し業務執行における権
　　限と責任を明確化し、迅速な意思決定と業務執行の効率化を図ります。
エ.	 当社グループの事業活動の連携と業務執行状況の確認、意思統一を図る機関として「経営会議」を設置
　　し、当社グループ内の重要事項について審議します。
オ.	 事業計画に基づき、予算期間における計数的目標を明示し、各グループ会社・各部門の目標と責任を明確に
　　するとともに、予算と実績の差異分析を通じて所期した業績目標の達成を図ります。

(1)業務の適正を確保するための体制等の整備についての決議の内容の概要

6：会社の体制及び方針
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③取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
ア.	� 取締役の職務執行に関する決議・決裁・報告の内容は、「取締役会規程」、「経営会議規程」、「文書管理規程」、

「機密文書管理規程」に基づき適切に保存します。
イ.	 情報の保護については「情報セキュリティ管理規程」を整備し、重要度に応じた閲覧権限の明確化、パスワード
	 管理、情報の漏洩・改ざん・破壊防止の措置などについて役員、従業員に対して周知徹底を図ります。

④損失のリスクの管理に関する規程その他の体制
ア.	� 企業経営・事業継続に重大な影響を及ぼすリスクの識別・評価・管理が重要な課題であるとの認識の下、「リス

ク管理委員会」を設置し、重点対応リスクを抽出したうえで具体的な対策を講じる等、当社グループを取り巻く
リスクを適切に管理する体制の整備に努めます。

イ.	� 当社グループの損失のリスクの管理に関して「グループ危機管理規程」を整備し、損失防止の管理体制を強化
します。

⑤当社グループにおける業務の適正を確保するための体制
ア.	� グループ各社における経営については、その自主性を尊重しつつ、当社グループの「グループ理念」と「グルー

プビジョン」に示される基本的な考えを共有します。
イ.	� 経営の健全性及び効率性の向上を図るため、当社からグループ会社に取締役及び監査役を必要に応じて派

遣するとともに、グループ会社との情報交換及び協議を行うため「グループ経営会議」を開催します。
ウ.	� グループ会社に対する調査・監査実施の体制として、監査等委員、会計監査人による監査に加えて内部監査

も実施し、内部統制の有効性と妥当性を確保します。
エ.	� グループ会社の業務運営等を管理するため「グループ会社管理規程」を制定します。
オ.	� グループ会社における経営の健全性の向上及び業務の適正の確保が必要なときは、「グループ会社管理規

程」に従い、グループ会社の事業運営に関する重要な事項について当社の承認を必要とする体制を整備しま
す。

カ.	� 当社は、財務報告の信頼性を確保するために、当社グループにおける財務報告に係る全社的な内部統制及び
個別の業務プロセスの統制システムを整備するとともに、適正かつ有効な運用及び評価を行います。
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⑥監査等委員がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項
ア.	� 取締役は、監査等委員の求めがあれば、従業員を監査等委員の職務の補助に従事させることとします。
イ.	� 監査等委員補助者は、監査等委員の職務の補助に専従するものとし、補助者の人事異動、人事考課について

は、予め監査等委員の同意を得るなど、業務執行者からの独立性を確保します。

⑦取締役及び使用人が監査等委員に報告するための体制その他の監査等委員への報告に関する体制
ア.	� 監査等委員は「取締役会」、「経営会議」等の重要な会議に出席し、経営の状況や意思決定のプロセスについ

て常に把握し監査を行います。
イ.	 監査等委員に対して、会社に著しい損害を及ぼすおそれがある事実、「社内ホットライン」に寄せられた情報等
	 について、求めに応じて取締役及び使用人より迅速かつ有効に報告がなされる体制を整備しています。
	 なお、報告者は、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないものとします。
ウ.	 監査等委員に対して、内部監査室より内部監査に関わる状況とその監査結果の報告を行っており、監査等委
	 員は必要に応じて内部監査室に調査を求めるなど内部監査部門と緊密な連携を保ち、効率的な監査を実施し
	 ます。

⑧監査等委員会の職務の執行について生じる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
ア.	 監査等委員会は、その職務の執行について生ずる費用について、会社から前払いまたは償還を受けることが
	 できます。
イ.	 監査等委員会は、その職務の執行に必要と認めるときは、外部の専門家を利用することができ、これ
	 に要する費用はアによるものとします。

⑨その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
ア.	� 監査等委員会の過半数は社外取締役とし、監査の透明性を担保するとともに、監査等委員会は代表取締役、

取締役と必要に応じ会合を持ち、会社が対処すべき課題や監査上の重要課題等について意見交換し、必要と
判断される要請を行うなど、代表取締役、取締役との相互認識を深めます。

イ.	� 監査等委員会は、会計監査人及び内部監査室と定期的に会合を持ち、積極的な意見交換・情報交換を行いま
す。
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当社は、経営及び業務執行に関わる意思決定機関として取締役会を月１回開催し、法令や定款等に定
められた事項や経営方針及び予算の策定等の経営に関する重要事項を決定するとともに、グループ会社
の月次報告の業績分析・評価を行い、法令や定款等への適合性と業務の適正性の観点より審議しました。
また、当社取締役、執行役員及び常勤監査等委員が出席する「経営会議」を月１回開催し、当社グループ
内の重要事項について審議を行いました。

①内部監査
　当社の内部統制システムの運用の適正性について、内部監査室が当社及びグループ会社の監査を実施し、監査の
結果を当社代表取締役及び監査等委員に報告いたしました。
　当社では、監査等委員３名のうち２名を社外取締役としており、監査の透明性を確保する体制としております。

②コンプライアンス
当社グループの役員、従業員のコンプライアンスに対する意識を高めるため、会議やeラーニングを用いて、コンプ

ライアンス教育を推進いたしました。

③リスクマネジメント
当社に「リスク管理委員会」を設置し、当社及び当社グループにおける潜在リスクの評価、リスク発生の防止に努め

るなど活動を行ってまいりました。また、当社グループにおいて「グループ企業倫理行動憲章」を制定し、反社会的勢
力を排除するため、その条項を定めるとともに、新規の取引先においては与信申請時で確認し、適宜実施いたしまし
た。

そのほか、当社及び当社グループを対象に「社内ホットライン」を設置し、当社及び当社グループの役員・従業員へ
の周知を行いました。なお、当社顧問弁護士、監査等委員が社外の窓口となり会社に著しい損害を及ぼすおそれのあ
る事実を把握できる体制としております。

(2)業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

（注）	�本事業報告中の記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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■ 連結貸借対照表 （平成28年12月31日現在）

科　目 金　額

（資産の部）
流動資産 12,249,380

現金及び預金 8,663,050
受取手形及び売掛金 1,878,748
有価証券 901,349
仕掛品 70,155
原材料及び貯蔵品 8,279
その他の流動資産 758,936
貸倒引当金 △31,140

固定資産 10,613,298
有形固定資産 6,100,352

建物及び構築物 1,366,162
土地 4,610,713
リース資産 55,609
その他の有形固定資産 67,866

無形固定資産 754,442
借地権 322,400
ソフトウエア 261,899
のれん 161,020
その他の無形固定資産 9,122
投資その他の資産 3,758,502

投資有価証券 2,919,921
退職給付に係る資産 523,931
その他の投資 323,465
貸倒引当金 △8,814

資産合計 22,862,678

科　目 金　額

（負債の部）
流動負債 2,663,188

支払手形及び買掛金 256,350
リース債務 14,225
未払法人税等 758,828
その他の流動負債 1,633,782

固定負債 927,012
社債 500,000
長期借入金 100,000
リース債務 45,638
繰延税金負債 228,488
その他の固定負債 52,885
負債合計 3,590,201
（純資産の部）  
株主資本 19,022,212
資本金 3,125,231
資本剰余金 2,946,634
利益剰余金 14,478,158
自己株式 △1,527,811

その他の包括利益累計額 69,097
その他有価証券評価差額金 152,982
為替換算調整勘定 16,256
退職給付に係る調整累計額 △100,141

新株予約権 181,166
純資産合計 19,272,477
負債・純資産合計 22,862,678

（単位：千円）

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

連結計算書類
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（単位：千円）

科　目 金　額

売上高 16,433,399
売上原価 10,689,662
売上総利益 5,743,736

販売費及び一般管理費 1,883,925
営業利益 3,859,810

営業外収益
受取利息 8,237
受取配当金 12,921
投資有価証券売却益 3,724
保険配当金 26,485
還付消費税等 1,121
その他の営業外収益 17,570 70,060

営業外費用
支払利息 6,164
投資事業組合管理費 7,195
寄付金 32,000
その他の営業外費用 17,615 62,975
経常利益 3,866,895

特別利益
投資有価証券売却益 111,080
新株予約権戻入益 175 111,255

特別損失
固定資産売却損 134
固定資産除却損 4,400
投資有価証券売却損 4,272
投資有価証券評価損 171
減損損失 24,004 32,983

税金等調整前当期純利益 3,945,167
法人税、住民税及び事業税 1,315,809
法人税等調整額 70,459 1,386,268
当期純利益 2,558,898
親会社株主に帰属する当期純利益 2,558,898

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

■ 連結損益計算書 （平成28年1月1日から平成28年12月31日まで）
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■ 貸借対照表 （平成28年12月31日現在） （単位：千円）

科　目 金　額

（資産の部）

流動資産 5,558,125

現金及び預金 2,911,945

売掛金 179,765

有価証券 901,349

関係会社短期貸付金 1,008,797

その他の流動資産 556,266

固定資産 11,718,617

有形固定資産 1,669,770

建物 938,537

土地 686,632

その他の有形固定資産 44,599

無形固定資産 333,080

借地権 322,400

その他の無形固定資産 10,679

投資その他の資産 9,715,767

投資有価証券 2,919,921

関係会社株式 6,294,099

関係会社出資金 29,496

関係会社長期貸付金 205,960

その他の投資 266,289

資産合計 17,276,742

科　目 金　額

（負債の部）
流動負債 550,371

短期借入金 282,435
未払法人税等 35,722
その他の流動負債 232,212

固定負債 920,698
社債 500,000
長期借入金 100,000
繰延税金負債 266,727
その他の固定負債 53,970
負債合計 1,471,069
（純資産の部）
株主資本 15,471,523
資本金 3,125,231
資本剰余金 2,946,634

資本準備金 2,946,634
利益剰余金 10,927,468

利益準備金 168,818
その他利益剰余金 10,758,650

別途積立金 8,100,000
繰越利益剰余金 2,658,650

自己株式 △1,527,811
評価・換算差額等 152,982

その他有価証券評価差額金 152,982
新株予約権 181,166
純資産合計 15,805,672
負債･純資産合計 17,276,742

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

計算書類
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（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

■ 損益計算書 （平成28年1月1日から平成28年12月31日まで）

科　目 金　額

営業収益 3,533,717
営業費用 1,750,460
　　営業利益　 1,783,257
営業外収益

受取利息及び配当金 24,680
その他の営業外収益 15,930 40,610

営業外費用
支払利息 6,211
その他の営業外費用 49,150 55,362
経常利益 1,768,505

特別利益
投資有価証券売却益 111,080
新株予約権戻入益 175 111,255

特別損失
固定資産除売却損 3,657
投資有価証券評価損 171
投資有価証券売却損 4,272
関係会社株式評価損 55,328 63,430

税引前当期純利益 1,816,330
　法人税、住民税及び事業税 38,718
　法人税等調整額 24,579 63,298
当期純利益 1,753,032

（単位：千円）
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独立監査人の監査報告書
平成29年2月9日

株式会社　船井総研ホールディングス	
取 締 役 会　御 中

有限責任監査法人 ト　ー　 マ 　 ツ
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 川　﨑　洋　文 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 南　方　得　男 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、株式会社船井総研ホールディングスの平成28年1月1日から平成
28年12月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変
動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に
表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために
経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明するこ
とにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、
当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、こ
れに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、
当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用さ
れる。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施
に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討
する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め
全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株
式会社船井総研ホールディングス及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況
をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本
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独立監査人の監査報告書
平成29年2月9日

株式会社　船井総研ホールディングス	
取 締 役 会　御 中

有限責任監査法人 ト　ー　 マ 　 ツ
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 川　﨑　洋　文 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 南　方　得　男 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、株式会社船井総研ホールディングスの平成28年1月1日か
ら平成28年12月31日までの第47期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書
及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びその附属明細書
を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書
を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対する
意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ
た。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証
を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。
監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評
価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監
査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の
作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに
経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示
しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

会計監査人の監査報告書　謄本
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監査等委員会の監査報告書　謄本

監　査　報　告　書
　当監査等委員会は、平成28年1月1日から平成28年12月31日までの第47期事業年度における取締役の職務の執行について
監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。
　
１．監査の方法及びその内容
　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内容並びに当該決議
に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期
的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。
①監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携の上、重要な会議に出席し、取
締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧
し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査しました。また、子会社については、子会社の取締役及
び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。
②会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からそ
の職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に
行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平
成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資
本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主
資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果
①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業
報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
　　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。
（3）連結計算書類の監査結果
　　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成29年2月13日

株式会社船井総研ホールディングス　監査等委員会
監査等委員　百村　正宏　㊞
監査等委員　中尾　篤史　㊞
監査等委員　小林　章博　㊞

（注）１.監査等委員中尾篤史及び小林章博は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定する社外取締役であります。
２.当社は、平成28年３月26日開催の第46回定時株主総会の決議により、当該総会の終結の時をもって、監査役会設置会社から監査等委員会設置会社に移行しました。
平成28年１月１日から平成28年３月25日までの状況につきましては、旧監査役会から引き継いだ内容に基づいております。

以　上
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〒541-0041 大阪市中央区北浜4-4-10 
TEL：06-6232-0010（代）

大阪本社

〒100-0005 東京都千代田区丸の内1-6 -6
日本生命丸の内ビル21階　TEL：03-6212 -2923（代）

東京本社

過去のＩＲ情報もこちらからご覧いただけます。
http://hd.funaisoken.co.jp/

船井総合研究所のホームページでは、セミナーや研究会、コンサルタン
トの経営コラムを提供しています。経営コラムには、無料のものと有料の
ものがございます。有料コラムにつきましては、船井総合研究所が運営
しております、月額制会員サービス「FUNAI メンバーズ Plus」に入会
していただきますとご覧いただけます。3ヶ月間無料お試し入会も可能で
すので、ぜひご利用く
ださい。 船井総研

>>事業年度
毎年１月１日から1２月３１日まで

>>公告方法

>>定時株主総会
毎年３月

>>配当金支払株主確定日
期末配当金　毎年　１２月３１日
中間配当金　毎年　６月３０日

>>単元株式数
100株

>>株主名簿管理人及び特別口座の口座管理機関
三菱UFJ信託銀行株式会社

>>同連絡先
〒541-8502 大阪市中央区伏見町三丁目6番3号
三菱UFJ信託銀行株式会社
大阪証券代行部

▲

電話：0120-094-777（通話料無料）

電子公告
当社ホームページ（http://hd.funaisoken.co.jp/）に掲載し
ます。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告に
よる公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載し
ます。

>>株主優待制度（平成28年12月31日現在）

100株以上1,000株未満保有・・・・・・・・・
1,000株以上5,000株未満保有・・・・・・・
5,000株以上10,000株未満保有・・・・・
10,000株以上保有・・・・・・・・・・・・・・・

Quoカード500円分
Quoカード1,000円分
Quoカード5,000円分
Quoカード10,000円分

＜対象株主様＞
毎年12月31日現在の株主名簿に記載または記録された株主様

＜贈呈基準及び贈呈内容＞

特別口座に記録された株式に関する各種お手続き用紙のご請求は、
次の三菱UFJ信託銀行株式会社の電話及びインターネットでも２４時間承っております。

0120-244-479（東京）
0120-684-479（大阪）

http://www.tr.mufg.jp/daikou/
電 話 （通話料無料） インターネットホームページ

株主メモ
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定時株主総会招集ご通知

証券コード 9757

株式会社 船井総研ホールディングス

平成29年3月25日（土） 午前10時
開催日時

開催場所
ホテルグランヴィア大阪 20F
名庭の間
なにわ

Funai Soken Holdings Inc. 見やすく読みまちがえにく
いユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

大阪市北区梅田３丁目１番１号　ホテルグランヴィア大阪20Ｆ　名
なにわ
庭の間

ＴＥＬ　06－6344－1235（代表）
株主総会会場
ご案内図
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